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1. 研究目的 

 日本の対外直接投資は先進国に重点が置かれて

おり、今後その比重をいかに新興国に移していくか

が課題となっている。 

 

図表 1 日本と韓国の国・地域別直接投資先割合 

(単位：%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[1][2]より筆者作成 

 

日本貿易振興機構(ジェトロ)によれば、2015 年の

日本の対外直接投資はアメリカや EU、中国などの大

国で全体の 7 割ほどを占めている。一方 2014 年の

韓国の対外直接投資は中南米やアジアの新興国な

どの割合が日本より高く、先進国の割合は日本より低

くなっており、新興国へ力を入れていることが分かる。

そこで本研究ではサムスンのベトナム進出の例から

日本企業にはない特徴を捉えることを目的とする。 

 

2. サムスンのグローバル飛躍 

 サムスン電子は 2001 年から欧米で電子製品展示

会に参加し始めたことをきっかけに、映画とのコラボ 

 

レーションやアテネオリンピックのスポンサーを務めた 

ことで知名度を上げ、ブランドのプレミアムイメージを

広げた。その後サムスンは携帯端末ギャラクシーS シ

リーズの登場によりブランド価値を引き上げ、2010 年

3 月から 2013 年 7 月にかけて北米の携帯電話市場

で占有率 1 位を維持した。企業のブランド価値を推

定して毎年世界 100 大ブランドを発表しているインタ

ーブランドによれば、サムスンのブランド価値は 2000

年の 43 位から 2005 年には 20 位に躍り出し、さらに

2010 年以降のギャラクシーS シリーズの登場により

2012 年には 9 位、2014 年には 7 位にランクインし、

世界的企業へと成長した。このような中、サムスンは

ベトナムで積極的な投資活動を行っている。 

 

3. サムスンのベトナム進出 

 日本のベトナム進出企業には京セラドキュメントテク

ノロジー、富士ゼロックス、パナソニックなどが挙げら

れるが、ベトナムの対内直接投資は韓国、とりわけサ

ムスンが目立っている。 

 

図表 2 ベトナムの国・地域別対内直接投資合計

2015 (単位：件、100 万ドル) 

 

 

 

 

 

 

出典：[3]より筆者作成 

 

 

国・地域 件数 認可額
1 韓国 962 6,727
2 マレーシア 42 2,478
3 日本 456 1,842
4 台湾 171 1,398
5 サモア 32 1,395
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図表 3 ベトナムの国・地域別対内直接投資額割合

2015 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[3]より筆者作成 

 

上の 2 つの図表から、韓国はベトナムの対内直接

投資の約 3 割を占めており、2 位のマレーシアの約 3

倍の投資額となっていることが分かる。日本はマレー

シアに次いで 3 位ではあるが、全体の 1 割にも満た

ない投資額である。このように韓国がベトナムに重点

を置く理由には、ベトナム政府の次のような政策が挙

げられる。 

 

3-1. ベトナム政府の政策 

 2016 年 1 月より一般的に適用される法人税は

20%となっている一方で、2008 年法人税法

NO.32/2013/QH13では、経済特区での新規投

資プロジェクトや重要なインフラ開発に対する新

規投資、環境保護に対する新規プロジェクトなど

の決まったプロジェクトで優遇税率 10%適用期間

15年を受けることができる。 

 2014 年投資法に基づき、奨励投資分野の投資

プロジェクトや奨励投資地域における投資プロ

ジェクトなどの対象者は ①期限付または投資プ

ロジェクトの実施期間全部について通常の税率

より低い法人所得税率の適用、法人所得税の

減免 ②固定資産を設置するための輸入商品、

投資プロジェクトを実施するための原材料・部品

に対する輸入税の免除 ③土地貸借料、土地使 

 

用料、土地使用税の減免 の奨励投資措置を受

けることができる。 

 固定資産の輸入税免除、中小企業に対する土

地のリース料の減免、対象製品の試験生産への

最大 50%までの経費支援 

等の積極的な支援政策をベトナムは行っている。 

 

3-2. ベトナムの人件費 

また、ベトナムの安い人件費も理由の一つとして挙

げられる。 

 

図表 4 一般工の平均月収 2015 (単位：ドル) 

 

 

 

出典：[5]より筆者作成 

 

3-3. サムスンの世界戦略とベトナム政府の工業

化政策 

 しかし、以上の理由は韓国に限ったことではない。

ベトナム政府は 2001年のベトナム共産党大会第 9回

において「2020 年までベトナムは基本的に工業国に

なる」という目標を設定した。これによりベトナム政府

が輸出主導型工業化政策を推し進め、輸出拡大をき

っかけに工業化を促進しようとしたが、2012 年時点に

おいても輸出主力品が軽工業品と 1 次産品の輸出

構造であった。さらに、中間財と資本財の輸入が大き

いために貿易収支の赤字が続いたため、付加価値

のある製品が生産できなかったベトナムは、サムスン

の携帯電話製造工場を設立することを大歓迎した。

一方サムスンは ①近年賃金が上昇した中国では中

低価格製品を生産し、徹底的な現地化を通じて現地

メーカーと競争すること ②高価格製品は安くベトナ

ムで組み立てた最新機種を持って、日韓から中間財

を輸入して中国で組み立てているアイフォンと競争す

ること を目指した。以上からサムスンのベトナム進出

は、サムスンの世界戦略とベトナム政府の工業化政

策が作用し合い、一気に加速したといえる。 

 

シャンハイ(中国) 477
ハノイ(ベトナム) 181
ソウル(韓国) 1,895
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4. 近年の日本の ASEAN向け直接投資 

2015 年日本の対外直接投資は、地域別で 3 番目

に多いアジア向けが前年比 25.4%減の 323 億ドルで

あり、その中でも ASEAN 向けが 12.5%減となったが、

3 年連続 200億ドル台を維持した。 

 

図表 5 日本の ASEAN 向け直接投資の国別構成比

(単位：%) 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[6]より筆者作成 

 

 また、2015 年 ASEAN 向けの中で最も金額の高い

国はシンガポールであり、その他のASEAN主要国で

はタイ、インドネシア、フィリピン向けの投資が減少し

た一方でマレーシアやベトナム向けは増加した。 

 

図表 6 日本の主要業種別対外直接投資残高構成

(単位：100 万ドル) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[7]より筆者作成 

注：2011年については総額のみ訂正が発表さ

れ、業種別データは未発表のため製造業と非製

造業の合計は 100%にならない。 

 2005 年に対外直接投資残高全体の 4 割を占めて

いた非製造業は 2008 年に 5 割を超え、2015 年には

55.5%まで拡大した。一方製造業は同時期に 59.8%か

ら 44.5%にまで低下した。 

 

4-1. 韓国の対ベトナム業種別直接投資 

図表 7 韓国の対ベトナム主要業種別直接投資 2014 

(単位：100 万ドル) 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[8]より筆者作成 

 

 韓国の対ベトナム直接投資を業種別に見ると、や

はり製造業の割合が高く、中でもサムスンの進出によ

る電子部品と、衣服の金額が高い。 

 

5. 日韓の中国と ASEAN向け直接投資動向比較 

図表 8 日本の中国と ASEAN 向け直接投資 (単位：

100万ドル) 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[6]より筆者作成 

 

 2010 年まで停滞していた対中国・対 ASEAN 直接

投資は 2011 年から大きく増え、2013 年からはさらに

対 ASEAN 直接投資が増え続けた。また、2015 年中

国向け直接投資は前年比 14.6%減の 89 億ドルに留

まり、2013 年以降 ASEAN 向けと比べて約 2 倍の金

2005 2011 2015
製造業 59.8% 48.3% 44.5%
　食料品 4.3 6.3 6
　科学・医薬 9.3 10.1 7.7
　一般機械 2.8 4 4.3
　電気機器 14.8 8.5 7.6
　輸送機器 17.8 9.4 8.8
非製造業 40.2% 52.4% 55.5%
　鉱業 2 7.5 7.7
　通信業 1.2 1.8 4.8
　卸売・小売業 11 13 14.1
　金融・保険業 17.2 22.4 19.9
　サービス業 3.5 1.8 2.5
対外直接投資残高 392,226 974,148 1,259,050

金額 累計構成比
製造業 975 56.7
　電子部品 277 8.6
　衣服 113 7.7
　繊維製品 74 5.7
　食料品 25 2.1
　科学製品 19 1.8
鉱業 228 17.5
卸売・小売業 55 3.4
金融・保険業 48 2.7
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額差が生じている。 

 

図表 9 韓国の中国と ASEAN 向け直接投資 (単位：

100万ドル) 

 

 

 

 

 

 

 

 

出典：[8]より筆者作成 

 

 韓国の対中国直接投資は 2007 年をピークに減少

傾向にある。一方 2010 年以降 ASEAN 向け直接投

資が対中国を上回り、2012 年には直接投資先上位

10ヶ国の中にインドネシア、フィリピン、ベトナム、マレ

ーシアがランクインするなど、ASEAN に力を入れる動

きが強まった。 

 

6. まとめ 

 韓国における新興国への直接投資は日本と比べる

と、両国とも中国への一極集中型から抜け出し、韓国

は大財閥サムスンのベトナム進出を中心に ASEAN

や中南米に力を入れ始め、日本は対外直接投資全

体の額を増やすとともに ASEANの割合を高めて力を

入れ始めた。サムスンは今後ベトナムでの工場増設

やスマホのみならず本格的に家電の生産も進め、さ

らに投資額が増えると考えられる。また、サムスン以

外にも韓国大財閥のロッテグループは東南アジア事

業を拡大させ、現代自動車はBRICsを中心に海外投

資を行っている。今後、貧困人口率の高いアジア諸

国・新興国へ投資を増やし、自国の利益を上げるとと

もに投資先の国々の経済的成長を促すためには、サ

ムスンの例のように現地の政策が整いかつ投資企業

の方針が合致しなければならない。現在海外投資に

力を入れている製造業の日本企業も全ての部品や

工程を現地で済ませられるサムスンのような企業を増

やすことが求められる。 
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